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金　　　　額 金　　　　額

〔 〕 〔 42,624,246 〕 〔 〕 〔 36,861,107 〕

204,673 1,246,117

4,481,856 16,951,533

12,218,513 15,089,086

21,395,027 134,216

2,792,187 1,195,893

1,208,462 283,185

107,112 232,248

5,033 88,053

211,940 100,948

△ 562 110,148

140,445

0 1,207,398

0 81,832

〔 〕 〔 1,766,059 〕 〔 〕 〔 189,748 〕

（ ） （ 158,313 ） 69,290

89,142 33,556

27,867 30,375

41,302 56,526

0

( ） （ 115,101 ） 37,050,855

106,101

9,000 〔 〕 〔 7,187,609 〕

0 1,039,401

( ） （ 1,492,644 ） 5,332,131

969,206 5,332,131

11 816,077

117,182 207,478

227,629 608,598

259,955 608,598

18,536

△ 99,878 〔 〕 〔 151,841 〕

0 8,219

0 143,621

7,339,450

44,390,306 44,390,306資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

電 子 記 録 債 務

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 差 入 保 証 金

負 債 及 び 純 資産 合計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等貸 倒 引 当 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 投 資 等

関 係 会 社 株 式

資 本 剰 余 金

前 払 年 金 費 用

破 産 更 生 債 権 等

資 本 準 備 金

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

固 定 負 債

長 期 リ ー ス 債 務

無 形 固 定 資 産

建 物

長 期 借 入 金

資 産 除 去 債 務

負 債 合 計

固 定 資 産

繰 延 税 金 負 債

電 話 加 入 権

長 期 未 払 金

工 具 、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

純 資 産 の 部

株 主 資 本

ソ フ ト ウ エ ア

資 本 金

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

前 渡 金

そ の 他 の 流 動 資 産

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 負 債

未 払 費 用

貸 倒 引 当 金

預 り 保 証 金

賞 与 引 当 金

前 払 費 用

預 り 金

未 払 金

預 け 金

短 期 貸 付 金

未 払 法 人 税 等

商 品 短 期 借 入 金

売 掛 金

未 払 消 費 税 等

電 子 記 録 債 権

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形

受 取 手 形

買 掛 金

前 受 金

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

貸　　借　　対　　照　　表
202１年3月31日現在

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目
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145,210,365

140,172,608

5 ,037 ,757

4,119,589

918 ,167

248

31,732

87,596

25,530 145,107

28,801

215,361

11,551 255,714

807 ,560

12,153 12,153

61,152

82 61,234

758 ,479

289,245

△ 90,426 198,819

559 ,659

損　　益　　計　　算　　書
自　2020年4月 1 日
至　2021年3月31日

（単位：千円）

売 上 総 利 益

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

受 取 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

仕 入 割 引

特 別 利 益

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 割 引

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 除 却 損

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

関 係 会 社 株 式 評 価 損

特 別 損 失
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（単位：千円）

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

1,039,401  5,332,131  5,332,131  207,478     48,938       256,417     6,627,949     

剰 余 金 の 配 当 -               -               -               -               - - -                  

当 期 純 利 益 -               -               -               -               559,659     559,659     559,659        

株主資本以外の項 目の
当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

-               -               -               -               -               -               -                  

-               -               -               -               559,659     559,659     559,659        

1,039,401  5,332,131  5,332,131  207,478     608,598     816,077     7,187,609     

6,501,505     

剰 余 金 の 配 当 -                  

当 期 純 利 益 559,659        

株主資本以外の項 目の
当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

278,284        

837,944        

7,339,450     

278,284                        

278,284                        

-                                  

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高

140,909                        137,375                        

-                                  -                                  

137,375                        

-                                  -                                  

140,909                        

151,841                        

当 期 変 動 額 合 計

当 期 首 残 高

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

△132,689                     △126,443                     6,245                            

当 期 変 動 額

当 期 末 残 高 8,219                            143,621                        

資本金

資本剰余金

利益準備金
株主資本合計

純資産合計

-                                  

株主資本等変動計算書

自　2020年4月 1 日

至　2021年3月31日

株主資本

利益剰余金

資本剰余金
合計

資本準備金
利益剰余金

合計
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個 別 注 記 表 

 

【１】 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

【２】 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1． 資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式 ： 移動平均法による原価法 

② その他有価証券   

・時価のあるもの ： 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動 

平均法により算定） 

・時価のないもの ： 移動平均法による原価法 

（2）デリバティブの評価基準及び   

評価方法 

： 時価法 

ただし、ヘッジ会計の要件を満たすものについてはヘッジ会計を

適用しております。 

（3）棚卸資産の評価基準及び 

評価方法 

： 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

 

2． 固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産 ： 定率法 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属 

設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を採用しております。 

（2）無形固定資産 ： 定額法 

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における 

利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用しております。 

 

3． 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 ： 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に 

回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 ： 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち、当事業 

年度に対応する見積額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職 

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末に 

おいて発生していると認められる額を計上しております。なお、 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（9 年）による定額法により
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按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

 

4． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1）ヘッジ会計の方法 ： 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約のうち振当 

処理の要件を満たす場合は振当処理を行っております。 

（2）消費税等の会計処理方法 ： 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており 

ます。 

（3）連結納税制度 ： 連結納税制度を採用しております。 

 

【３】 貸借対照表に関する注記  

1．有形固定資産の減価償却累計額  283,089 千円 

2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務   

 短期金銭債権  3,657 千円 

 短期金銭債務  1,425,411 千円 

3.保証債務   

 PT. SOJITZ NIPPO INDONESIA  89,771 千円 

上記の債務保証は、金融機関による債務保証を当社が再保証したものであります。 

 

【４】 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高   

 （1） 売上高 

（2） 仕入高 

（3） 販売費及び一般管理費 

（4） 営業取引以外の取引高 

 2,800 千円 

26,747 千円 

396,545 千円 

233,906 千円 

 

【５】 株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類及び総数 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 4,865,624 株 - - 4,865,624 株 
 

  

【６】 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の原因別内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金 86,711 千円 

未払費用 13,011 千円 

未払事業税 17,724 千円 

貸倒引当金 26,858 千円 

資産除去費用 21,216 千円 

投資有価証券評価損 36,760 千円 

関係会社株式評価損 71,344 千円 

ゴルフ会員権評価損 20,120 千円 

その他 33,139 千円 
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繰延税金資産 小計 326,887 千円 

評価性引当額 △135,549 千円 

繰延税金資産 合計 191,337 千円 

 

繰延税金負債 

前払年金費用 69,700 千円 

資産除去債務 9,537 千円 

繰延ヘッジ損益 63,385 千円 

その他有価証券評価差額金 105,241 千円 

繰延税金負債 合計 247,864 千円 

繰延税金資産の純額（△は負債） △56,526 千円 
 

 

【７】 金融商品に関する注記 

1． 金融商品の状況に関する事項 

当社は資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社である双日㈱からの借入により資金を調

達しております。受取手形及び売掛金等に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図

っております。また、投資有価証券の上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。借

入金の使途は主として運転資金であります。なお、為替予約取引については、為替リスク管理規程に従い、

実需の範囲で行うこととしております。 

 

2． 金融商品の時価に関する事項 

2021 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、 

次のとおりであります。 

（単位：千円）

（1） 受 取 手 形 4,481,856 4,481,856 －

（2） 電 子 記 録 債 権 12,218,513 12,218,513 －

（3） 売 掛 金 21,395,027 21,395,027 －

（4） 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 913,591 913,591 －

（5） 破 産 更 生 債 権 等 117,182

貸　倒　引　当　金 (87,153)

30,029 30,029 －

（6） 支 払 手 形 (1,246,117) (1,246,117) －

（7） 電 子 記 録 債 務 (16,951,533) (16,951,533) －

（8） 買 掛 金 (15,089,086) (15,089,086) －

（9） 短 期 借 入 金 (1,195,893) (1,195,893) －

時価（*）貸借対照表計上額（*） 差額

 

（*） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

（1）受取手形、（2）電子記録債権、並びに（3）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっております。 
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（4）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

（5）破産更生債権等 

破産更生債権等については、担保による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているた

め、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、

当該価額をもって時価としております。 

（6）支払手形、（7）電子記録債務、（8）買掛金並びに（9）短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

 

（注 2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品  
（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 55,626 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、 

「(4)投資有価証券」には含めておりません 

 

【８】 関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社 

（単位：千円）

役員の兼任 事業上の関係

資金の借入
(注2)

△ 2,377,003 短期借入金 1,195,893

利息の支払
(注2)

6,694 - -

商品の販売
（注3）

2,800 売掛金 3,080

商品の購入
（注3）

14,747 買掛金 135

業務委託費
(注4)

179,214 - -

連結納税
（注5）

217,542 未払金 212,806

科　目
期末残高

(注1)

親会社
双日㈱
（上場）

被所有
直接100%

-
資金の借入及
び取扱製品の

購入等

種類
会社等の

名称
議決権等
の所有

関連当事者との関係
取引内容

取引金額
（注1）

 

(2) 子会社 
（単位：千円）

役員の兼任 事業上の関係

子会社

SOJITZ
FOREST

PRODUCTS
(EM)

所有
直接100%

-
合板類の買付

業務委託
業務委託費

（注6)
36,372 - -

科目
期末残高

(注1)
種類

会社等の
名称

議決権等
の所有

関連当事者との関係
取引内容

取引金額
（注1）

 

 

(3) 兄弟会社等 
（単位：千円）

役員の兼任 事業上の関係

親会社
の

子会社

双日(香港)有
限公司

- -
木材製品
の購入

商品の購入
(注3)

3,021,077 買掛金 604,657

種類
会社等の

名称
議決権等
の所有

関連当事者との関係
取引内容

取引金額
（注1）

科　目
期末残高

(注1)
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(4) 取引条件及び取引条件の決定方針等  

（注１） 取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

（注２） CMS に基づく親会社での資金集中運用によるものであります。利息については、市場金利を 

基に決定しております。なお、取引金額は当期における純増減額を記載しております。 

（注３） 商品の購入については、市場価格を基に価格を決定しております。 

（注４） 親会社に対する職能役務対価及び業務委託契約に基づくものであり、契約金額については 

市場相場を基に決定しております。 

（注５） 連結納税親会社に対する法人税未払額であります。 

（注６） 業務委託契約に基づくものであり、契約金額については市場相場を基に決定しております。 

 

【９】 １株当たり情報に関する注記 

(1) 1 株当たり純資産額     1,508 円 42 銭 

1 株当たり純資産額の算定上の基礎は以下の通りであります。 

貸借対照表上の純資産の部合計   7,339,450 千円 

普通株式に係る純資産額   7,339,450 千円 

普通株式の期末発行済株式数   4,865,624 株 

 

(2) 1 株当たり当期純利益      115 円 02 銭 

1 株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下の通りであります。 

損益計算書上の当期純利益            559,659 千円 

普通株式に係る当期純利益            559,659 千円 

普通株式の期中平均株式数   4,865,624 株 

 

【１０】 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


